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資料２ 

【登録申請に関するお問合せ先】 

千代田区環境まちづくり部住宅課住宅管理係 電話：03-5211-3607 

〒102-8688東京都千代田区九段南１－2―１  

Mail:juutaku@city.chiyoda.lg.jp 

【重要事項説明書の請求、補償内容など保険の内容に関するお問合せ先】 

あいおいニッセイ同和インシュアランスサービス株式会社 電話：03-5366-１７２１ 

〒160-000４ 東京都新宿区四谷１－19―２ 四谷セントラルビル６階 

 

 

 

 

 

 

 
区に登録された単身高齢者や高齢者のみの世帯が入居する住宅を対象に、民間賃貸
住宅の戸室内で発生した死亡事故による家主のみなさんの損害を補償します。 

<保険料は千代田区が負担します> 

下記のすべての条件を満たす住宅が登録できます。 

・住宅の所在地が千代田区内であること 

・入居者が 65 歳以上の単身世帯又は 65 歳以上の方を含む 60 歳以上の方のみで構成する

世帯であること 

・家賃が月額 20万円以下であること 

補償の適用を受けるためには、区に登録が必要となりますので、下記の申請書類を提出してください。 

申請書類はホームページからダウンロードできます。 

・家主サポート保険事業登録申請書 

・誓約書 

※「重要事項説明書」を確認いただいたことの誓約を含むため、事前に重要事項説明書の請求をお願いします。 

・入居者との賃貸借契約書の写し 

・（賃貸借契約書で年齢が確認できない場合）入居者全員の年齢が確認できる書類の写し 

・委任状（届出者と登録申請者（家主）が異なる場合には必要） 

 

対象住戸内で発生した自殺（注１）、犯罪死（注１）または孤独死（注２） 

（注１）死に至る直接の原因が対象住戸内で発生し、その死亡が対象住戸外で発見または確認された場合を含む。 

（注２）孤独死による直接の原因により対象住戸に物的損害が発生した場合に限る。 

 

 

 

 

 

 

●登録対象となる民間賃貸住宅 

●登録方法 

●補償事由 

(予算の範囲での助成となりますので、年度途中で受付を終了する場合があります) 

千代田区家主サポート保険事業 
高齢者にお部屋を貸している家主さん向け 高 齢 者 

入居支援 

 



●補償内容 

●保険金請求手続きの流れ 

書類れ 

 

 

 

 

 

 

賃貸物件 

家主 

④ 家主から直接保険金を請求 

③ 保険代理店が状況等を確認のうえ家主へ保険金請求書類を送付 

① 事故発生の連絡 ② 登録状況を確認し、 

保険代理店へ連絡 

登
録
済
み
の
住
戸
内
で 

死
亡
事
故
が
発
生 

千代田区 保険代理店 

補償項目 補償内容 補償限度額

家主が賃貸する賃貸戸室の空室期間の発生により、家賃補償期間※1内に
生じた家賃収入の損失を被る喪失利益損害。

 計算式：月額家賃×50%×家賃補償期間※1中の空室期間(1か月間は免責)(月)

家主が値引期間の発生により、家賃収入を減少することによって被る喪失利益損
害。ただし、家賃補償期間※１内に生じた喪失利益損害に限る。

　計算式：(月額家賃 - 値引後家賃)×50%×家賃補償期間※1中の値引期間(月)

③ 原状回復費用

家主が復旧期間※3中に原状回復費用の支出を余儀なくされることによって

被る費用損害。ただし、復旧期間※3中に現実に支出した原状回復費用の額から敷

金の額を差し引いた額に限る。

100万円／1事故

④ 事故対応費用
家主が復旧期間※3中に事故対応費用の支出を余儀なくされることによって

被る費用損害。ただし、復旧期間※3中に現実に支出した事故対応費用に限る。
30万円／1事故

⑤
事故再発防止
費用

家主が復旧期間※3中に事故再発防止費用を負担することによって被る費用

損害。ただし復旧期間※3中に現実に支出した事故再発防止費用に限る。
10万円／1事故

※1　家賃補償期間は、賃貸借契約終了の日から12か月
※2　家賃補償期間内の対象となる月数
※3　原則として補償事由の発生した日を含めて180日間

②

10万円／月※2

10万円／月※2
家賃減少損失
による損害

家賃損失
による損害

①

月額家賃 12万円 の対象住戸が５か月間空室となった場合

空室期間

４か月
×

月額家賃

12万円
＝ 24万円

＜補償金の支払例＞

縮小填補

割合50％×

６万円

月額家賃 12万円 の対象住宅の家賃を７か月間

月額家賃 10万円 に値引きした場合

入居期間７

か月×

＝ 7万円

＜補償金の支払例＞

月額家賃

12万円

値引き後月

額家賃

10万円
－

縮小填補

割合50％ ×

１万円

(１か月間は免責）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

店舗等の修繕等を行おうとする方や店舗等を出店される方

（主に依頼主）に対して、火災予防条例で定める防火対象

物工事等計画届出書や防火対象物使用開始届出書の提出が

必要である旨の助言をお願いします。  

防 火 対 象 物 工 事 等 計 画 届 出 書 

防 火 対 象 物 使 用 開 始 届 出 書 

 の 届 出 推 進 に ご 協 力 く だ さ い 。 

東京消防庁 

依頼主  業者  

不動産業・設計  

工事業等  

助言  

依頼主  業者  

不動産業・設計  

工事業等  

助言  

 工
事
等 

計
画
届 

 使
用 

開
始
届 

届出  

届出  

管轄消防署  

管轄消防署  

公益社団法人 不動産保証協会東京都本部千代田地区

令和７年７月１６日令和７年度　第１回千代田地区法定研修会



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火 災 予 防 条 例 第 ５ ６ 条 （ 防 火 対 象 物 の 工 事 等 計 画 の 届 出 等 ）  

１  一 時 的 な 使 用 の た め に 行 う 場 合 を 除 き 、次 の 各 号 に 掲 げ る 行 為 を し よ う と す る 者 は 、当 該 行 為 に 着 手 す る 日 の ７ 日

前 ま で に 、規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り そ の 旨 を 消 防 署 長 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。た だ し 、建 築 基 準 法 第 ６ 条 第 １

項 及 び 第 ６ 条 の ２ 第 １ 項 の 確 認 を 受 け た 場 合 並 び に 同 法 第 １ ８ 条 第 ２ 項 の 通 知 を し た 場 合（ 同 法 第 ８ ７ 条 第 １ 項 に お

い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） は 、 こ の 限 り で な い 。  

一  令 別 表 第 １ 各 項（ (１ ９ )項 及 び (２ ０ )項 を 除 く 。次 条 に お い て 同 じ 。）に 掲 げ る 防 火 対 象 物 の う ち 令 第 １ ０ 条 第 １

項 各 号 若 し く は 第 ２ １ 条 第 １ 項 第 ３ 号 及 び 第 ７ 号 に 掲 げ る 防 火 対 象 物（ 令 第 １ ０ 条 第 １ 号 第 五 号 に 掲 げ る 部 分 を 有 す

る 防 火 対 象 物 を 含 む 。）又 は そ の 部 分 の 建 築 。（ 建 築 基 準 法 第 ２ 条 第 １ ３ 号 に 規 定 す る 建 築 を い い 、増 築 し よ う と す る

場 合 に お い て は 、 防 火 対 象 物 が 増 築 後 に お い て 指 定 防 火 対 象 物 等 と な る 場 合 を 含 む 。）  

二  指 定 防 火 対 象 物 等 の 修 繕 、 模 様 替 え 、 間 取 り 又 は 天 井 高 さ の 変 更 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 工 事  

三  前 ２ 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、指 定 防 火 対 象 物 等 の 客 席 又 は 避 難 通 路（ 第 ４ ８ 条 、第 ４ ９ 条 、第 ５ ０ 条 又 は 第 ５ １

条 の 規 定 の 適 用 が あ る 劇 場 等 、キ ャ バ レ ー 等 若 し く は 飲 食 店 の 階 又 は 百 貨 店 等 の 階 若 し く は 地 下 街 の 物 品 販 売 業 を 営

む 店 舗 の 一 の 構 え に 限 る 。） の 変 更  

四  前 ３ 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、防 火 対 象 物 の 用 途 変 更 そ の 他 こ れ に 類 す る 変 更（ 当 該 防 火 対 象 物 が 変 更 後 に お い て

指 定 防 火 対 象 物 等 と な る 場 合 に 限 る 。）  

２  前 項 の 規 定 に よ る 届 出 に は 、指 定 防 火 対 象 物 等 の 所 在 、用 途 、使 用 形 態 、収 容 人 員 、避 難 施 設 そ の 他 当 該 指 定 防 火

対 象 物 等 の 使 用 に 関 し て 防 火 、避 難 の 管 理 及 び 消 防 活 動 に 必 要 な 事 項 を 記 載 し た 図 書 で 規 則 で 定 め る も の を 添 付 し な

け れ ば な ら な い 。  

３  消 防 署 長 は 、第 １ 項 の 規 定 に よ る 届 出 が あ っ た と き は 、そ の 内 容 が 防 火 基 準（ 法 、令 又 は こ の 条 例 に 規 定 す る 事 項

に 関 し 規 則 で 定 め る 基 準 を い う 。） に 適 合 し て い る か ど う か を 審 査 す る も の と す る 。  

４  防 火 対 象 物 又 は そ の 部 分 の 所 有 者 は 、第 １ 項 各 号 の 行 為 を し よ う と す る 者 に 対 し て 同 項 の 規 定 に よ る 届 出 を 適 正 に

行 う こ と を 求 め る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。  

火 災 予 防 条 例 第 ５ ６ 条 の ２ （ 防 火 対 象 物 の 使 用 開 始 の 届 出 等 ）  

１  消 防 法 施 行 令 別 表 第 １ 各 項 に 掲 げ る 防 火 対 象 物 又 は そ の 部 分 を 使 用 し よ う と す る 者 は 、 当 該 防 火 対 象 物 又 は そ の 部

分 の 使 用 を 開 始 す る 日 の ７ 日 前 ま で に 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り そ の 旨 を 消 防 署 長 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

２  前 条 第 ２ 項 の 規 定 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 届 出 に つ い て 準 用 す る 。  

３  指 定 防 火 対 象 物 等 を 使 用 し よ う と す る 者 は 、 当 該 指 定 防 火 対 象 物 等 の 使 用 開 始 前 に 、 消 防 署 長 の 検 査 を 受 け な け れ

ば な ら な い 。  

４  前 条 第 ４ 項 の 規 定 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 届 出 に つ い て 準 用 す る。  

防火対象物概要表・案内図・平面図・詳細図・立面図・断面図・展

開図・室内仕上表及び建具表等  

必要書類  

当 庁 Ｈ Ｐ ht tp ://www.tfd .metro . tokyo. jp  

各 種 様 式 ht tp ://www.tfd .metro . tokyo. jp/drs/ss .html  

消防署一覧 ht tp ://www.tfd .metro . tokyo. jp/ ts/sa/ ich i ran.html  

※  届出提出前に管轄消防署を 必ずご確認ください  

東京消防庁  麴町消防署  

〒１０２－００８３  東京都千代田区麹町一丁目１２番地  

電 話 ０３－３２６４－０１１９ （代表）  

防火対象物工事等計画届出書や防火対象物使用開始届書は  

なぜ届出が必要なのか？  

■届出内容を事前に審査し、適法な状態の確認  

■計画段階から審査・指導することにより、不適切な工事を防ぎ

建物の安全性を確保  

■消防用設備等の設置に関する審査  

■防火上の安全性の事前の審査  

■防火対象物の使用状況の把握  

上記の部分を防火上の観点から、審査するために必要なのです  

 

防火対象物使用開始届出書を届出せずもしくは虚偽の届出を行う

と、１０万円以下の罰金の罰則があります  

http://www.tfd.metro.tokyo.jp/ts/sa/ichiran.html

